
参考１ 

旧ただし書き方式移行に伴う経過措置（平成 23・24 年度実施） 

 
旧ただし書方式への移行に伴う経過措置として、国民健康保険料所得割額の算定基礎となる「旧ただし書所得」について、次の

減額計算を行った。 

 ①住民税非課税者については、旧ただし書所得から、その７５％を減額する。 
 ②課税標準額が１００万円以下で、旧ただし書所得が課税標準額の１．５倍を超える者については、旧ただし書所得から、課税

標準額の１．５倍を超える部分の５０％を減額する。 

 ③課税標準額が１００万円超で、旧ただし書所得が課税標準額の１．５倍を超える者」については、旧ただし書所得から、課税

標準額の１．５倍を超える部分の２５％を減額する。 
 ※非自発的失業者の場合、旧ただし書所得及び課税標準額は、給与所得を１００分の３０として算定したものとする。 
 
 

 

〔旧ただし書き所得と住民税との関係（イメージ図）〕 
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33 万円 

旧ただし書き方式算定対象 
(特別区の現行方式） 

住民税方式算定対象 総所得金額 


